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令和元年度健全化判断比率及び資金不足比率の審査意見について 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3条第 1項及び同法第 22条第 1項の規

定に基づき審査を行った結果、監査委員の合議により、別紙のとおり意見書を提出します。 



令和元年度 資金不足比率審査意見書 

 

１ 審査の概要 

   資金不足比率の審査にあたっては、石垣市監査基準（令和 2 年監査委員告示第 3 号）に準拠し、

市長から提出された資金不足比率の算定の基礎となる事項を記載した書類が法令等に準拠して適

正に作成されているかどうかを主眼に審査を実施した。 

 

２ 審査の期間 

   令和 2年 8月 7日から同年 8月 20日まで 

 

３ 審査の結果 

   審査に付された資金不足比率の算定の基礎となる事項を記載した書類は、関係法令に準拠して作

成されており、記載された計数等いずれも適正であると認められた。 

 

４ 監査意見 

   資金不足比率は、公営企業等の資金不足額を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較

して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示すものである。 

   資金不足率が高いということは、料金収入等に対して資金の不足額が大きいということになり、

料金収入だけで資金不足を解消するのが難しく、経営に問題があるとみなされる。 

   （単位：千円・％） 

会計名 区 分 令和元年度 平成 30年度 増 減 

水道事業会計 

資金剰余金 △3,201,941 △1,905,707 1,296,234 

資金不足額 ― ― ― 

事業の規模 1,425,948 1,401,230 24,718 

資金不足比率 △224.5 △136.0 88.5 

下水道事業会計 

資金剰余金 △199,687 △92,044 107,643 

資金不足額 ― ― ― 

事業の規模 144,397 129,755 14,642 

資金不足比率 △138.2 △70.9 67.3 

港湾事業特別会計 

資金剰余金 △33,390 △154,621 △121,231 

資金不足額 ― ― ― 

事業の規模 362,873 353,079 9,794 

資金不足比率 △9.2 △43.7 △34.5 

 

経営健全化基準 20.00 

 ※ 資金不足額が見られないため、資金剰余額を負の値で表示し比率を求めている。 

ただし、増減欄は前年度に対する健全の度合いを示すため正の値で表記している。 

 

   当年度の資金不足比率について、３事業会計において実質黒字を示しているが、一般会計からの

繰入金により黒字化していることから、資金不足比率は算定されない。 

また、資金剰余金を用いて比率を求めると、資金不足比率はすべてマイナス値を示し、経営健全化

基準の 20.00%を下回っていることから、公営企業等の経営は概ね良好な状態にあると認められる。 



 

 

令和元年度 健全化判断比率審査意見書 

 

１ 審査の概要 

  健全化判断比率の審査にあたっては、石垣市監査基準（令和２年監査委員告示第 3 号）に準拠し、

市長から提出された健全化判断比率算定の基礎となる事項を記載した書類が、法令に準拠して適正に

作成されているかどうかを主眼に審査を実施した。 

 

２ 審査の期間 

  令和 2年 8月 7日から同年 8月 20日まで 

 

３ 審査の結果 

  審査に付された健全化判断比率算定の基礎となる事項を記載した書類は、関係法令等に準拠して作

成されており、記載された計数等いずれも適正であると認められた。 

  ※ 意見書に記載された数値は千円以下を四捨五入したものである。 

 

４ 審査の意見 

（１）個別意見 

 ① 実質赤字比率 

   実質赤字比率は、地方公共団体の最も主要な会計である「一般会計」等に生じている赤字の大き

さを、その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したものである。 

一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の深刻度を表すとされている。 

（単位：千円・％） 

会 計 名 実質収支額 

一
般
会
計
等 

一 般 会 計 312,605 

一般会計等に属する特別会計 

 港湾事業特別会計（普通会計） 2 

石垣市都市計画土地区画整理事業特別会計 10,861 

合 計 323,468 

   当年度の一般会計等における実質収支額は、3億 2,346万 8,000円の黒字となっている。 

   実質黒字額を前年度と比較すると、一般会計においては普通交付税、臨時財政対策債の歳入減に

より 2億 2,246万 9,000円、一般会計等に属する特別会計においては 2,016万 5,000円それぞれ減

少したことにより、合計で 2億 4,263万 4,000円の減少となった。 

（単位：千円・％） 

 実質赤字額 

（Ａ） 

標準財政規模 

（Ｂ） 

実質赤字比率 

（Ａ/Ｂ）×100 

早期健全化

基準 

財政再生

基準 

令和元年度 △323,468 14,019,407 △2.30 12.86 20.00 

平成 30年度 △566,102 13,974,174 △4.05 12.86 20.00 

増 減 △242,634 45,233 △1.75 － － 

※ 実質収支が黒字であるため、実質赤字額欄には実質黒字額を負の値で表記している。 

ただし、増減欄は前年度に対する健全の度合いを示すため正の値で表記している。 

   上記のとおり実質収支額は黒字であることから、実質赤字比率はマイナス値を示しており、早期

健全化基準の 12.86％を下回っている。 



 

 

 ② 連結実質赤字比率 

   連結実質赤字比率は、前記の一般会計等に特別会計及び公営企業の収支額を合算した「地方公共

団体の全会計」に生じている赤字の大きさを、財政規模に対する割合で表したもので、赤字の程度

を指標化し運営の深刻度を表すとされています。 

  （単位：千円） 

会 計 名 実質収支・剰余金額 

一 般 会 計 312,605 

一般会計等に属する特別会計  

 港湾事業特別会計（普通会計） 2 

 石垣都市計画土地区画整理事業特別会計 10,861 

小 計 323,468 

一般会計等以外の特別会計のうち公営企業に係る特別会計以外の会計 

 国民健康保険事業特別会計 230,179 

 介護保険事業特別会計 217,422 

 後期高齢者医療特別会計 2,260 

小 計 449,861 

法適用企業 

 水道事業会計 3,201,941 

下水道事業会計 199,687 

小 計 3,401,628 

法非適用企業 

 港湾事業特別会計 33,390 

小 計 33,390 

合 計 4,208,347 

   すべての会計において黒字であり、実質収支及び剰余金の合計額は 42億 834万 7,000円となる。 

   当年度の実質収支及び剰余金合計額は、前年度と比べ 11 億 8,688 万 5,000 円増加している。こ

れは、一般会計 2億 2,246万 9,000円、港湾事業特別会計 1億 2,123万 1,000円外 2件の特別会計

は減少したが、水道事業会計 12億 9,623万 4,000円、下水道事業会計 1億 764万 3,000円外 2件

の特別会計が増加したことによる。 

（単位：千円・％） 

 連結実質赤字額 

（Ａ） 

標準財政規模 

（Ｂ） 

連結実質赤字比率 

（Ａ/Ｂ）×100 

早期健全化

基準 

財政再生

基準 

令和元年度 △4,208,347 14,019,407 △30.01 17.86 30.00 

平成 30年度 △3,021,462 13,974,174 △21.62 17.86 30.00 

増 減 1,186,885 45,233 8.39 － － 

    ※ 実質収支が黒字であるため、連結実質赤字額欄には実質黒字額を負の値で表記している。 

ただし、増減欄は前年度に対する健全の度合いを示すため正の値で表記している。 

 

   上記のとおり実質収支及び剰余金の合計額は増加しており黒字であることから、連結実質赤字比

率はマイナス値を示しており、早期健全化基準の 17.86％を下回っている。 



 

 

 ③ 実質公債費比率 

   実質公債費比率は地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、その地方公

共団体の財政規模に対する割合で表した 3か年度平均の比率である。 

   この数値が大きいほど公債費の負担が重いことを示し、資金繰りの危険度を表すとされている。 

  （単位：千円・％） 

 令和元年度 平成 30年度 平成 29年度 

公債費に係る一般財源 

（元利償還金－特定財源） 
1,997,932 2,103,162 2, 105,912 

公営企業に要する経費の財源 

とする地方債の償還の財源に 

充てたと認められる繰入金 

502,068 466,851 392,868 

公債費に準ずる債務負担行為 

に係るもの 
0 0 0 

一時借入金の利子 1 2 1 

計   （Ａ） 2,500,001 2,570,015 2, 498,781 

   

災害復旧等の基準財政需要額 

（Ｂ） 
1,282,877 1,325,702 1, 298,500 

基準財政需要額に算入された

公債費及び準元利償還金の額 

（Ｃ） 

317,203 306,510 303,533 

   

標準税収入＋普通交付税額＋

臨時財政対策債発行可能額 

（Ｄ） 

14,019,407 13,974,174 13, 923,717 

   

比率（単年度） 

{(A-B-C)/(D-B-C)}×100 
7.2 7.5 7.2 

   

実質公債費比率 

（3か年度平均） 

令和元年度 平成 30年度 
増減 

(R 元～H29) (H30～H28) 

7.3 7.1 0.2 

   

早期健全化基準 25.0 

財政再生基準 35.0 

   当年度の単年度比率は 7.2％で、前年度より 0.3ポイント改善しており、3か年度の平均を示す実

質公債費比率は 7.3％で、前年度より 0.2 ポイント上昇している。これは主に公営企業に要する経

費の財源に充てた繰入金が増加したことなどによる。 

   当年度の実質公債費比率は 7.2％であり、早期健全化基準の 25.0％を下回っている。 

 



 

 

 ④ 将来負担比率 

   将来負担比率は地方公共団体の借入金（地方債）等の現在抱えている負債の大きさについて、そ

の地方公共団体の財政規模に対する割合で表したものです。 

   一般会計等の借入金や将来支払う可能性のある負担等について、現時点での状況を指標化し、将

来財政を圧迫する可能性があるか判断するものである。 

（単位：千円・％） 

区  分 令和元年度 平成 30年度 増 減 

将来負担額（Ａ） 29,028,254 26,702,698 2,325,556 

 地方債の現在高 (a) 22,651,372 21,038,772 1,612,600 

債務負担行為に基づく支出

予定額 
(b) 1,008 1,284 △276 

公営企業債等繰入見込額 (c) 6,112,004 5,012,941 1,099,063 

退職手当負担見込額 (d) 247,938 616,201 △368,263 

設立法人の負債額等負担見

込額 
(e) 15,932 33,500 △17,568 

    

充当可能財源（Ｂ） 25,816,285 24,713,294 1,102,991 

 充当可能基金 (f) 6,762,821 6,569,744 193,077 

 充当可能特定歳入 (g) 280,791 310,207 △29,416 

 基準財政需要額算入見込額 (h) 18,772,673 17,833,343 939,330 

    

標準財政規模（Ｃ） 14,019,407 13,974,174 45,233 

    

算入公債費等の額（Ｄ） 1,600,080 1,632,212 △32,132 

    

将来負担比率 {(A-B)/(C-D)}×100 25.8 16.1 9.7 

    

早期健全化基準 350.0 

 ※ 算入公債費等の額（Ｄ）は、前ページ（Ｂ）と（Ｃ）の合計である。 

   当年度の将来負担比率は 25.8％で、前年度に比べ大幅に上昇した。これは前年度に比べ充当可能

財源の基準財政需要額算入見込額が 9億 3,933万円増加したものの、地方債の現在高は 16億 1,260

万円、公営企業等繰入見込額は 10億 9,906万 3,000円と増加しており、将来負担額が 23億 2,555

万 6,000円増加した結果である。当年度から新庁舎建設事業が始まり、緊急防災減災事業債等が増

加したことに起因する将来負担比率となった。早期健全化基準の 350.0％は下回っている。 

 

（２）総合意見 

   審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、法令等に準拠

して適正に算定されているものと認められる。審査した比率はいずれも基準内であり、早期健全化

の対象となるものはなかった。 

 



 

 

①実質赤字比率は、実質赤字額が生じていないことから、算出された数値もマイナス値を示し、

前年度に比べ 1.75ポイント改善、早期健全化基準の 12.86％を下回っていることから良好な状態に

あると認められる。 

 

②連結実質赤字比率は、一般会計からの繰入金により黒字化していることから、すべての会計に

おいて実質赤字額が生じていないためマイナス値を示し、前年度に比べ 8.39ポイント上昇したが、

早期健全化基準の 17.86％を下回っており良好な状態にあると認められる。しかしながら、赤字補

てんのため、一般会計からの繰入れに頼らざるを得ない厳しい状況にある。 

 

③実質公債費比率は、単年度比率は前年度に比べ 0.3ポイント改善し、３か年度の平均を示す比

率は前年度に比べ 0.2ポイント上昇しているが、早期健全化基準の 25.0％を下回っており良好な状

態にあると認められる。 

 

④将来負担比率は、新庁舎建設事業における算入公債費が増額しているが、新庁舎建設の着工に

より地方債も増加しており、前年度に比べ 9.7 ポイント上昇した。早期健全化基準の 350.0％を下

回っており良好な状態にあると認められる。 

 

   当年度の健全化判断比率は、全ての指標において早期健全化基準を下回っており、良好である。

しかしながら、将来負担額は依然として増加している。地方債の現在高は 226億 5,137万円と高い

割合を計上しており、令和２年度以降も新庁舎建設や老朽化が進む公共施設の更新等に伴う大型工

事が計画されており、事業用資産の維持管理費用等も見込まれることから、公債費の減少は望めな

い状況である。歳入総額の４分の１以上を占める地方交付税の減額、社会保障関連経費（扶助費）

などの義務的経費の漸増において、財源確保の課題等、厳しい経営状況に変わりない。将来の財政

負担を見据えた財政計画等に基づき、適正な行財政の運営に努めていただきたい。 

 

 

 


